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東京高判昭4５・ ３ ・３0高民集2３- 2 -1３５及び本件原審（後掲⑦判決）も正面から相続分指定を
伴うことを認めている。最高裁判決が相続させる旨の遺言の性質を述べる際には，相続分を伴う






































































































































⑥東京高判平11・ 5 ・18金判1068 - 37
※原審である上記⑤判決と同旨：両遺言とも無効


































































































































































































































































































　 3　遺言者の意思と994条 1 項類推適用
　学説でしばしば参照される，遺贈の代襲を否定する９９4条 1 項が審判例・裁
判例ではあまり参照されず，本件最高裁判決も言及しない。遺言が相手方のな
い単独行為であり，裁判所では純粋に遺言の解釈の問題として処理されていて，
民法の政策的配慮や利益衡量が問題とはなっていないからだろうか。同項には
但書がなく，類推すると特段の事情による操作ができなくなるとも思われる。
　学説では，９９4条 1 項を意思解釈の基本と理解して，類推適用している。ま
た，一般化しづらい遺言者の意思を９９4条 1 項を類推適用することで一般化の
一助とし，または政策的に類似の制度とのバランスも考慮される場合もあろう。
　 4　その他の問題点
　相続させる旨の遺言により分割方法の指定された遺産は，遺言者の死亡と同
時に，受益相続人に帰属することになるとされてきた。それを前提として代襲
を認めた場合に，代襲者が複数いたとすると，代襲者の分割方法は定められて
いないためにそこでは共有とならざるを得ないが，その共有の性質や分割方法
について問題が生じうる。
　反対に遺言の効力が代襲相続に及ばないとすると，一つの遺贈が無効となる
場合とは異なり，遺言者の意図した相続の一部が無効になることがある。そう
すると，一条項の無効が他にどのように影響するかという問題がでてくる。特
定の相続人「その人」との関係を考慮してある条項を定めたとしても，すでに
手元にある財産の分配である以上，各条項はその背後において相互に関連して
いて，他の条項を定めた前提も崩れてくる可能性があるからである。
　 5　結　　論
　以上の検討の結果，本件最高裁の結論には賛成するが，遺言は代襲相続に影
30）
本山・前掲注７）1３頁。30）
「相続させる」旨の遺言と代襲相続（右近）
（75）　75
響しないという立場をとりたい。その理由は，上記のとおりであるが，遺言者
が代襲を考慮していたか不明だからである。相続は被相続人から相続人への遺
産承継であり，その意味では最高裁のいうように，遺言者は特定の推定相続人
に当該遺産を取得させる意思を有するのはもちろんである。遺言者がその結論
に至るには，様々な理由あるはずである。また，相続分指定や分割方法の指定
の意思の他に，代襲を認める意思を別途考えることができるのであるから，後
者の意思が不明である以上は，代襲を認めるわけにはいかない。遺言者が代襲
者についても明示的に定めている場合（受益相続人の先死を条件とする補充的遺
言）には，それに従えばよい。したがって，９01条のいう，被代襲者が「受け
るべきであったもの」には指定相続分を含まないと考える。
　９９4条 1 項の類推適用は必要だろう。特定の者に相続させる条項がその者の
先死により無効となることを，遺言の性質として統一的に理解するためである。
　代襲者が複数いる場合には共有の問題が生じる。この共有は，遺産共有とし
て９0６条にしたがって処理する方がよいと思うが，「相続させる」旨の遺言の論
理では，そうはならないと思われる。したがって，遺言者が代襲を認めていた
としても，代襲者の数が遺言時とは変わっている場合，たとえば，遺言作成後
にさらに被代襲者に子（代襲者）が生まれていたような場合も含めて，遺言の
効力は代襲には及ばないとするべきではないだろうか。
　 6　本判決の射程
　本件最高裁は，「被相続人の遺産の承継に関する遺言をする者は」と始めて，
遺言者の遺言作成時における一般的思考方法に言及し，それを相続させる旨の
遺言にも当てはめる。遺言では遺贈をはじめ相続分指定や遺産分割方法の指定
ができるわけであるから，この最高裁の叙述は，それらいずれにも当てはまる
ことになる。本判決は，相続させる旨の遺言に対するものであるが，「相続さ
せる」旨の遺言でない場合でも，遺言がある場合には代襲相続が起こらない，
という結論を導くだけの素地を備えていることになる。
31）
浦野由紀子「判批」教室３７2号（2011）５1頁も相続分指定への影響に言及する。31）
76　（76）
　本判例研究の執筆に当っては，関西若手研究者民事判例研究会において報告
をさせて頂き，つたない報告にもかかわらず数多の有益なご示唆を賜った。こ
こに記して謝意を表したい。
